


























































































スコア 蔦2?2 蔦?0 ?? ??
取引規模と当年の採算性 (n-93) ??B? ?? ??26 ?b? 
比率 ??R?.1% 釘?R?9.4% ?ゅ??8.7% 唐綯R?
取引規模と今後3年間の採算性 (n-92) ??B? ?? ??26 ?B? 
比率 ??R?.5% ??R?9.6% ?ゅ2R?7.0% 唐縒R?
















スコア 蔦2?2 蔦?0 ?? ??
長期的な関係と採算性 ??B? ?? ??32 ?2?7 
比率 ??R?.0% ??R?0.5% ?2縒R?4.7% ?r纈R?






















た｡たとえば, FosterandYoung (1997)は, ｢管理会計研究のフロンティ
6　　会計学研究第36号
ア｣ (Frontiers of Management Accounting Research)と題された論文におい
て興味深い調査結果を示している｡企業の経営者が1980年代に直面した問題
を優先度の高い順番に並べると, ①コストマネジメント/原価管理, ②企業の
成長, ③収益性, ④顧客別収益性/顧客満足, ⑤マーケットシェアの順番とな
る｡しかし,経営者が現在(論文の発行は1997年)直面している課題を優先
順位が高い順に並べると, ①顧客別収益性/顧客満足, ②コストマネジメント











形成された時期と言えるだろう｡ BellisJones (1989)やSmith (1993)は
ManagementAccounting (UK)誌において顧客別収益性分析の方法を提示
し, Howell and Soucy (1990)やWard (1992)は甑略的管理会計という枠組
みにおいて,顧客別の収益性を測定し,顧客をランク付けすべきであると主張
している｡また, Foster and Gupta (1994)やFoster et al. (1996)は,顧客
別収益性の測定方法および利用方法を示した｡この時期に形成されたフレーム
ワークは,現在でも大きな変更なく利用されている｡そこで,以下ではBellis-


























































大きな貢献をしたのがFoster et al. (1996)である5｡ Foster and Gupta (1994)
でマーケテイング･コストを顧客別に集計すべきことを提唱したのち, Foster
et al. (1996)は顧客別収益性分析を実施し,その結果として得られる顧客アカ



















顧客 僣H???ｲ?営業利益 凩ﾙ?HH??ﾝ積売上/全売上 
A 都?c3"?1,662 都?c3"?3.2% 
B 田BﾃS3?37,616 ?3bﾃ?2?4.1% 
C 鼎Bﾃ?2?5,707 ??ﾃ3??8.4% 
D ?津S#?23,407 ??ﾃ?r?1.2% 
E ???R?4,209 ?S?sS"?1.2% 
F ?Rﾃc#r?3,654 ?sbﾃ3s?89.5% 
G ?づ#s?-10,874 ?釘ﾃcS?95.4% 



















































利用されている点があげられる｡初期の文献(BellisJones, 1989; Smith, 1993;
Howell and Sourcy, 1990)ではABCの利用は想定されていないが, 1990年代
中盤の文献の多くでは,顧客別コストの算定にABCを用いるべきことが提唱
されている(Foster, 1994; Foster et a1., 1996; Smith and Dikolli, 1995; Kaplan



















Kaplan and Cooper (1998), p. 242 (翻訳).
近年, ABCを発展させると同時に簡便化した手法としてTDABC (¶me-



















＼ ? ? ? ? 梯?
200% ? ? ?l ? ? 
160% 営 莱 *i1200'o 宗1000/o 男800/. ー セ f400/. 0% ?/ ? ? ? ? ?
実王 ?X,??た潜在 唸,謁? ? 
/ ? ? ? ? ?
/ ? ?営業利 ?ﾈ??h ? ? 




Kaplan and Cooper (1998)は,多くの企業における累積利益は鯨のヒレの
部分のような形状を示すことから,それをクジラ曲線(whale-cuⅣe)と呼称






























々 午 の 取 引 回 ?友達) 忠???










計 兔?靉ｨｷ?準固定顧客 侘Y.囲ｨｷ?準変動顧客 
(友達) 忠???(ファミリー) 宙ﾋ84ｨ8ﾂ靈84ｨ6ﾒ?
売上高 僣H??ⅹV佝???304,000 ?Rﾃ??17,000 ?#rﾃ??45,000 
売上B(商品系列B) 塔途ﾃ??52,000 田???640,000 ?CRﾃ??
計 迭ﾃ#湯ﾃ??503,000 鼎?ﾃ??4,110,000 ??ﾃ??
変動費 傅IV侏H幵?,322,000 ??ﾃ??298,000 ?ﾃSコﾃ??127,000 
ポイント還元 鼎ヲﾃ??28,000 ?Bﾃ??413,000 ?Bﾃ??
計 ?ﾃ????340,000 ?3"ﾃ??2,998,000 ?C???
限界利益 ?,488,000 ?c2ﾃ??148,000 ?ﾃ?"ﾃ??65,000 
個別 固定額 ???$ﾙN?19,000 ????1,000 澱ﾃ??2,000 
会員サービス費など 都Rﾃ??37,000 澱ﾃ??24,000 唐ﾃ??
計 涛Bﾃ??47,000 途ﾃ??30,000 ????
















































値の算定方法が提示されている(Bla仕berg and Deighton, 1996; Rust et a1.,
2000; Gupta andLehmann, 2005; Peppers and Rogers, 2005)6｡顧客生涯価値
の算定手法が多岐に渡るために混乱が引き起こされているという批判はあるに










































































財務 ??h+ﾘ,茨ｸ揺ﾋ?ﾉ???｡新規顧客からの収益 }顧客1件当たり収益増大 ??h4h4?4?R??ﾈ6(6r?ヽ顧客別収益性の向上 ??ｨｷ?ﾈ?h+ﾘ.謁?b?
■販売生産性の向上 ??H?ﾘ(,??x.儂??6?86ﾈ8ｸ+(,b?






顧客の獲得 ? ?ﾉ/?H,ﾉ6?" ブランド認知度 『マス.マーケテイングのカスタマイズ ?x4ﾈ88987?ｸ98-h,ﾉKﾘ咎zb?
那 凵｡新規顧客の獲得 ?位俛?ﾘｷ?B?俛?ﾘｷ??yzb?
プ ロ 僮ディーラーネットワークの構築 ??h4(?8?ｹV俯?ﾈｦ儻H*?
顧客の維持 牝?8?,囲ｨｷ?H?7(5?ﾉ/??』上質な顧客サービスを求める顧客数 
セ 凵｡指定企業とのパ-トナーシップの構築 ?x轌.旭仂h*?x,ﾈ?揺,ﾈｨHﾘr３?
ス 凵｡申越したサービスの提供 ?? 86ﾈ8ｸ+(,h,ﾈ5H?7(5?X??
)生涯顧客の創造 ?ﾍｨｷ?ﾉ?･X廂&ﾂ?
顧客との ???ﾘ5?ｨ8ｲ?R顧客当たりの販売製品数 ■ソリューションの販売 ??I:?ｩJﾘ+8.ｨ+ﾘ5H?7(5闇??B?
関係の強化 幽ｭhﾅy?,ﾈｬyyﾘ,i9ﾘﾘy?,ﾈｬyyﾒ?｡利益配分契約の数/金額 
■顧客の教育 ??ｨｷ?儂?(+8.ｨ+ﾘ鳧ｭB?
学 習 と 成 良 ?ﾉ4倬?ｲ?｡戦略的コンビテンシ-の開発 ?)?4倬?ｸ,ﾈ8ﾈ6h4(6ﾈ5?『豊かな才能の採用と維持 ??Iwh,員ﾘｼh醜,ﾉz9?zb?
情報資本 ?y?zｩ4?$ﾘ7ﾈ?6x7H4?ｨ4?ﾈ､ｩJﾒ?｡アプリケーション.ポートフォリオのレディネス ヽ知識共有の強化 幽?ｼh輯?ﾉ9h+ﾘ.囲ｨｷ?ﾕ9??
組織資本 ??ｨｷ?Xﾏﾈ,ﾉ??[h嶌,ﾉ???｡顧客調査 ■個人目標を戦略-と方向づける ?ﾄ%48,佇ｸ-?H*?x.ｨ+ﾘ?ｼh什mｩUr?
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